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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第１四半期連結
累計期間

第60期
第１四半期連結

累計期間
第59期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 11,266,201 12,036,407 55,408,665

経常利益 （千円） 250,194 349,032 2,310,691

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 164,300 212,835 1,498,159

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 194,705 304,094 2,017,353

純資産額 （千円） 13,791,848 15,594,718 15,614,464

総資産額 （千円） 26,796,642 28,845,922 30,862,515

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 14.34 18.58 130.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.5 54.1 50.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社であった名電エンジニアリング株式会社

及びエム・ディーマシナリー株式会社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

販売店・代理店契約

契約締結先 契約締結日 主な取扱品目 契約期間

オムロン株式会社 平成27年４月１日 制御機器
自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

横河電機株式会社 平成27年４月１日 計測機器
自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢が改善し、個人消費についても持ち直し

の動きがみられるなど、総じて緩やかな回復が続きました。また、世界経済につきましては、中国経済の減速やギ

リシャ債務問題による景気の下振れリスクが残るものの、先進国経済全体としては緩やかな前進基調となりまし

た。

　当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、国内販売は低迷が続いているものの、競争

力強化や品質・生産性向上に向け、設備投資は堅調に推移いたしました。電気・電子・半導体関連企業におきまし

ては、モバイル機器や車載製品を中心に需要は概ね好調であり、工作機械関連企業におきましては、外需に減速懸

念が見られるものの、国内は自動車や機械など幅広い業種で設備投資の意欲が強く、補助金制度の後押しもあり需

要は堅調に推移いたしました。

　このような経営環境の中、当社グループにおきましては、第８次中期経営計画（平成26年度～平成28年度）に基

づき、「さらなる信頼を得られる事業品質の確立」をスローガンとして、品質向上と生産性向上を軸に持続的成

長・発展へ向けた戦略課題（エンジニアリングビジネスの確立、営業体制の強化、グローバル体制の強化など）に

取り組んでまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は12,036百万円（前年同期比6.8％増）、営業利益は274百万円

（前年同期比46.0％増）、経常利益は349百万円（前年同期比39.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

212百万円（前年同期比29.5％増）となりました。

　売上高の品目別内訳につきましては、次のとおりであります。なお、当社グループは主として制御機器、産業機

器、計測機器等の販売を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

①　制御機器

　制御機器は、当社グループの主力取扱商品（当第１四半期連結累計期間における売上構成比で39.1％）で、主

に自動車及び電気・電子・半導体、セラミック関連企業向けの販売が増加し、売上高は4,709百万円（前年同期

比9.7％増）となりました。

②　産業機器

　産業機器は、自動車及びセラミック関連企業向けの販売が増加し、売上高は3,587百万円（前年同期比17.9％

増）となりました。

③　計測機器

　計測機器は、自動車関連企業向けの販売が増加し、売上高は1,382百万円（前年同期比5.0％増）となりまし

た。

④　電源機器

　電源機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が減少し、売上高は554百万円（前年同期比28.7％減）とな

りました。

⑤　実装機器

　実装機器は、電気・電子・半導体関連企業向けの大型設備案件が減少し、売上高は359百万円（前年同期比

36.5％減）となりました。
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⑥　その他

　上記５品目以外においては、売上高は1,442百万円（前年同期比13.9％増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主要顧客であります製造業の中で、販売先上位は自動車関連産業に属する企業であるため、自動

車業界の動向やそれらの企業の設備投資動向と密接な関係にあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性

があります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,067,120 12,067,120 東京証券取引所　市場第一部 単元株式数100株

計 12,067,120 12,067,120 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 12,067,120 － 1,311,778 － 1,371,950

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　610,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 11,455,500 114,555 －

単元未満株式 普通株式　　　　　920 － －

発行済株式総数 12,067,120 － －

総株主の議決権 － 114,555 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明治電機工業株式会社
愛知県名古屋市中村区

亀島二丁目13番８号
610,700 － 610,700 5.06

計 － 610,700 － 610,700 5.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,335,144 4,017,238

受取手形及び売掛金 20,303,936 17,169,013

商品及び製品 1,859,980 2,240,609

仕掛品 117,240 234,587

原材料及び貯蔵品 31,933 41,244

その他 672,329 442,510

貸倒引当金 △24,634 △26,009

流動資産合計 26,295,930 24,119,195

固定資産   

有形固定資産 1,767,485 1,758,717

無形固定資産 70,220 80,265

投資その他の資産 ※１ 2,728,878 ※１ 2,887,744

固定資産合計 4,566,584 4,726,727

資産合計 30,862,515 28,845,922

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,668,784 11,131,505

未払法人税等 536,532 103,879

賞与引当金 438,000 195,600

役員賞与引当金 － 11,250

その他 1,006,175 1,153,761

流動負債合計 14,649,492 12,595,996

固定負債   

役員退職慰労引当金 6,850 6,850

その他 591,708 648,357

固定負債合計 598,558 655,207

負債合計 15,248,050 13,251,204

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,311,778 1,311,778

資本剰余金 1,371,950 1,371,950

利益剰余金 12,202,044 12,091,039

自己株式 △303,907 △303,907

株主資本合計 14,581,864 14,470,859

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 671,281 789,214

為替換算調整勘定 89,659 67,367

退職給付に係る調整累計額 271,658 267,277

その他の包括利益累計額合計 1,032,600 1,123,859

純資産合計 15,614,464 15,594,718

負債純資産合計 30,862,515 28,845,922
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 11,266,201 12,036,407

売上原価 9,746,076 10,309,709

売上総利益 1,520,124 1,726,698

販売費及び一般管理費 1,331,980 1,452,088

営業利益 188,143 274,609

営業外収益   

受取利息 1,021 829

受取配当金 24,460 16,863

仕入割引 36,393 37,154

為替差益 1,334 25,580

その他 9,304 6,375

営業外収益合計 72,514 86,803

営業外費用   

支払利息 315 338

売上割引 9,502 11,187

その他 646 853

営業外費用合計 10,464 12,379

経常利益 250,194 349,032

特別利益   

固定資産売却益 464 1,872

特別利益合計 464 1,872

特別損失   

固定資産除却損 25 42

特別損失合計 25 42

税金等調整前四半期純利益 250,633 350,863

法人税等 86,332 138,027

四半期純利益 164,300 212,835

親会社株主に帰属する四半期純利益 164,300 212,835
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 164,300 212,835

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 47,062 117,932

為替換算調整勘定 △23,413 △22,292

退職給付に係る調整額 6,756 △4,381

その他の包括利益合計 30,404 91,258

四半期包括利益 194,705 304,094

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 194,705 304,094
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において非連結子会社であった名電エンジニアリング株式会

社及びエム・ディーマシナリー株式会社は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

投資その他の資産 38,700千円 38,700千円

 

　２　偶発債務

　下記会社の銀行借入に対して債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

明治電機商業（上海）有限公司 382,218千円 306,751千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 28,030千円 30,081千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月27日

取締役会
普通株式 200,487 17.50 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日

取締役会
普通株式 458,255 40.00 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントで

あるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 14.34円 18.58円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 164,300 212,835

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
164,300 212,835

普通株式の期中平均株式数（株） 11,456,416 11,456,375

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成27年５月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日

取締役会
普通株式 458,255 40.00 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

 

 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮　本　正　司

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岸　田　好　彦

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（※）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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